
           （2026年3月31日現在） （単位：百万円）

金　　　額 金　　　額

　流　動　資　産 11,983 　流　動　負　債 7,191
現金及び預金 444 　　　　買掛金 843
売掛金 2,421 　　　　未払金 3,722
商品 617 　　　　未払法人税等 404
預け金 631 　　　　未払消費税等 39
加盟店貸勘定 231 　　　　加盟店借勘定 161
短期貸付金 6,694 　　　　預り金 1,739

500 　　　 32
79 　　　 216

その他の流動資産 363 　　　　その他の流動負債 31
　固　定　資　産 9,382 　固　定　負　債 2,218
　　有形固定資産 5,131 リース債務 618
　　　　建物 3,049 　　　　資産除去債務 1,051
　　　　構築物 113 　　　　預り敷金保証金 9
　　　　工具器具及び備品 759 　　　　退職給付引当金 539

リース資産 413
　　　　土地 794

0 9,410
　　　　無形固定資産 26

ソフトウェア 24 　株　主　資　本 11,955
1 　　　　資本金 490

　　　　 投資その他の資産 4,224 資本剰余金 210
投資有価証券 13 　　　　　資本準備金 210
長期貸付金 800 利益剰余金 11,255
差入敷金 1,529 　　　　その他利益剰余金 11,255
差入保証金 709 　　　　　 別途積立金 3,035
長期前払費用 186 繰越利益剰余金 8,220
繰延税金資産 915
その他の投資等 71 11,955

21,365 21,365
（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
（注）当期純利益　1,357百万円

１年内回収予定の長期貸付金

負債純資産合計

賞与引当金

貸　借　対　照　表

科   　　目

（資産の部）

１年内回収予定の差入敷金・保証金

資　産　合　計

（負債の部）

その他の無形固定資産

その他の有形固定資産

　純 資 産 合 計

科  　　 目

負　債　合　計

（純資産の部）

１年以内資産除去債務



個 別 注 記 表 

 

 

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

 そ の 他 有 価 証 券･････  市場価格のない株式等については、移動平均法に基づ

く原価法により計上しております。 

 

２. 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)により計上しております。 

 商 品･････  売価還元法により計上しております。 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

(１) 有 形 固 定 資 産（リース資産を除く） 

建 物･････  定額法により計上しております。 

上記以外の有形固定資産･････  定率法により計上しております。 

                 ただし、2016 年４月１日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については、定額法により計上してお

ります。 

 

(２) 無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア･････ 自社利用のソフトウェアについては、定額法により 

計上しております。 

なお、償却期間は、社内における利用可能期間（５年）

です。 

   上記以外の無形固定資産･････  定額法により計上しております。 

 

(３) リース資産 

       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産･･･リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。 

 

４．引当金の計上基準 

(１) 貸倒引当金 

債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸

念債権等特定の債権については個々に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 

(２) 賞与引当金 

従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。 

    

 



(３) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。 

 

 

５．グループ通算制度の適用 

グループ通算制度を適用しております。また、法人税及び地方法人税並びに税効果の

会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示

に関する取扱い」（実務対応報告第 42号 2021年８月 12日）に従っております。 

 

 

Ⅱ  貸借対照表に関する注記 

１．担保に供している資産                               

                  商       品                             110百万円 

 

２．担保に係る債務 

                   買   掛   金                             68百万円 

                 未   払   金                              ６百万円 

 

 

３．有形固定資産の減価償却累計額                                 4,253百万円 

 

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

                    短 期 金 銭 債 権                          15百万円 

長 期 金 銭 債 権                           ８百万円 

短 期 金 銭 債 務                          69百万円 

 

 

Ⅲ  税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、減損損失等です。なお、繰延税

金資産から控除された金額（評価性引当額）は３百万円です。 

 

 

Ⅳ 関連当事者との取引に関する注記   

１． 親会社 

（単位：百万円） 

種類 
会社等 

の名称 

議決権等の 

所有（被所有）割

合 

関連 

当事者 

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 
九州旅客鉄道 

株式会社 

 

被所有 

直接 100％ 

グループ 

通算制度の

適用 

通算税効果

額の支払 
－ 未払金 69 



２． 兄弟会社 

 （単位：百万円） 

種類 
会社等 

の名称 

議決権等の 

所有（被所有）

割合 

関連 

当事者 

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

 

 

親会社 

の子会社 

 

 

ＪＲ九州ビジネ

スパートナーズ

株式会社 

 

なし 

 

 

資金貸借取

引 

貸付金の貸付

及び払戻 

（注）１ 

       896 

短期貸付金 6,694 

１年内回収

予定の長期

貸付金 
500 

    
利息の受取 

（注）１ 
19 長期貸付金 800 

親会社 

の子会社 

ＪＲ九州駅ビル

ホールディング

ス株式会社 

なし 
売上金 

精算取引 

売上金の預入 

（注）２ 
－ 

預け金 580 
売上金の戻入 

（注）２ 
－ 

取引条件及び取引条件の決定方針等  

（注）１. 資金の貸付は、市場金利を勘案して合理的な利率で貸付を行っております。 

２．売上金の預入及び戻入については、建物賃貸借契約及び建物賃貸借契約に付随す

る営業管理規則の内容等に基づき、貸主が指定する関連当事者にて実施しており

ます。 

 

Ⅴ １株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額            928,241円 64銭 

２．１株当たり当期純利益          105,417円 71銭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載金額につきましては、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。ただし、金

額以外の数字及び１株当たり情報につきましては、表示単位未満を四捨五入して表示してお

ります。 


